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「平成 27 年度市政改革の基本方針」の取組結果（年度末振り返り） 

 

 

Ⅰ 概 要 

 

大阪市では、歳出削減や歳入確保等に取り組んだ「市政改革プラン（平成 24～

26 年度）」を継承・発展させつつ、市民サービスの向上や事務処理の効率化など新

たな視点からの取組も加えた「平成 27 年度市政改革の基本方針」に基づき、効果

的・効率的な行財政運営の確立をめざして市政改革に取り組んできました。 

 

この冊子は、この基本方針に基づく平成 27 年度の取組結果を評価し、改革の進

捗状況を明らかにするとともに、期待した成果が得られなかった項目については

その取組状況等を検証し、今後の改革に活かすことを目的にとりまとめたもので

す。 

 

この基本方針では、「１ 歳出の削減・歳入の確保」、「２ 事業マネジメントの強

化」、「３ 業務マネジメントの強化」、「４ 経営システム改革」、「５ 人材の育成」、

「６ ＰＤＣＡサイクルの徹底」の６つの取組項目のもとに、43 件の目標と、それ

を実現するための 71 件の取組を設定し、改革を推進しました。 

 

取組の評価結果については、71 件の取組中、評価対象外とした「４ 経営シス

テム改革」にかかる 11 件を除く 60 件の取組のうち、58 件が「実施できた」との

結果になりました。 

また、目標の評価結果については、43 件の目標中、同様に評価対象外とした 12

件を除く 31 件の目標のうち、約８割にあたる 25 件が「概ね達成できた」との結

果になりましたが、残る約２割にあたる６件は「達成できなかった」との結果に

なりました。 

 

平成 28 年度以降は、８月に策定予定の「市政改革プラン 2.0」に基づき改革に

取り組みますが、今回の評価結果を通じて明らかになった課題については、項目

ごとに示した「課題と今後の方向性」を踏まえ適切に改善を図るなど、ＰＤＣＡ

サイクルを徹底しながら、より大きな成果を実現していけるよう、引き続き、改

革を推進してまいります。  

― 1 ―



Ⅱ 取組の実施状況 

 

評価対象とした 60 件の取組の実施状況の評価結果は、次のとおりです。 

 

評価結果の 
区分 

 
取組項目 

Ａ:実施 
できた 

Ｂ:一部実施
できない
取組が 
あった 

Ｃ:実施でき
なかった
 

計 
評価結果「Ｂ」 
となった取組 

１ 歳出の削減・ 

歳入の確保 
17 0 0 17 ― 

２ 事業マネジメント 

の強化 
9 1 0 10 

・２-(2)-ア「市民利用施設

のあり方の検討」の取組②

３ 業務マネジメント 

の強化 
21 1 0 22 

・３-(2)「ＩＣＴを活用した
サービス向上と業務プロ
セス改善」の取組① 

４ 経営システム改革 

 
― ― ― (11)※ ― 

５ 人材の育成 

 
8 0 0 8 ― 

６ ＰＤＣＡサイクル 

の徹底 
3 0 0 3 ― 

合 計 58 2 0 
60 

(71) 
― 

※：「４ 経営システム改革」にかかる 11 件の取組は、平成 27 年度の単年度の取組としていな

いことから、評価結果の区分（Ａ～Ｃ）はしていません。 

 

○取組項目ごとの主な状況 
 

１ 歳出の削減・歳入の確保 

歳出の削減として、市政改革プランで着手した施策・事業の見直しを継続し、「大阪

バイオサイエンス研究所」の補助金の廃止や「クレオ大阪北・子育ていろいろ相談セ

ンター」を「クレオ大阪子育て館」にリニューアルして多機能化・複合化するなどの

見直しを進めました。また、歳入の確保として、未利用地の有効活用や広告事業の推

進等を実施しました。 
 

２ 事業マネジメントの強化 

市民利用施設における利用者ニーズを把握し、「天王寺動物園」でお盆期間等に夜間

開園（ナイト・ズー）を実施するなど、開館日・開館時間を拡充するとともに、各種

施設でトイレの改修・美装化などのサービス改善を実施しました。また、「青少年セン

ター」において、料金改定等により指定管理の業務代行料を負担しない形で施設運営

を行うなど、市民利用施設の見直し実施計画に基づく取組を進めました。 

なお、項目２-(2)-ア「市民利用施設のあり方の検討」の取組②（区長が区の特性に

応じて検討する施設）については、平成 28 年度から廃止・縮小ができるよう見直し案

を作成することとなっていましたが、今後の大都市制度のあり方の検討状況を注視し

ていく必要があることから、「Ｂ:一部実施できない取組があった」との評価結果にな

りました。  
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３ 業務マネジメントの強化 

新公会計制度の本格運用開始に伴い、管理監督者層の職責に応じて、財務諸表等を

マネジメントに活用する手法の習得などの研修を実施しました。また、タブレット端

末を活用した業務改善を進めるとともに、オープンデータの取組として地価公示やＡ

ＥＤなどのデータセットを新たに公開し、利用しやすいデータカタログサイトの構築

等を進めました。あわせて、職員のコンプライアンス意識の向上や、内部統制体制の

構築に取り組みました。 

なお、項目３-(2)「ＩＣＴを活用したサービス向上と業務プロセス改善」の取組①

（マイナンバー制度を活用した市民サービス向上に向けた申請・届出事務の実態調査

や制度活用の検討）については、国のシステムトラブルへの対応のため、「Ｂ:一部実

施できない取組があった」との評価結果になりました。 

 

４ 経営システム改革 

「地下鉄」・「バス」事業については、民営化関連議案の審議にあわせて、平成 28 年

３月に「民営化プラン案」を策定し、市会に報告を行いました。 

「水道」事業については、平成 27 年８月に「水道事業における公共施設等運営権制

度の活用について（実施プラン案）」の修正版を公表するなど、運営権制度導入に向け

て取り組みました。 

その他の事業でも、経営システムの見直しに向けた取組を進めました。 

 

５ 人材の育成 

市民から信頼され、自律的に改革を担うことのできる職員と組織風土づくりを推進

するため、政策立案力向上研修を実施するとともに、若年層職員の実務能力向上や管

理監督者のマネジメント力向上に向けた研修の充実等に取り組みました。 

また、意欲・能力、実績を持った女性職員の積極的な管理職への登用を進めるとと

もに、ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境づくりのため、超過勤務の削減

や研修・情報発信等に取り組みました。 

 

６ ＰＤＣＡサイクルの徹底 

運営方針の自己評価結果について内部評価・外部評価を実施するとともに、運営方

針に掲げていない施策・事業にも対象を広げ、全市的にＰＤＣＡサイクルの徹底を図

りました。 

また、ＰＤＣＡサイクルの認知・理解度が低い傾向にある係員層をターゲットに各

種研修を実施するともに、係員層を指導・監督する立場の職員に対しても研修を実施

し、ＰＤＣＡサイクルの浸透に取り組みました。 

 

【補 足】 

取組の実施状況については、次の３つの区分により、各所属が自己評価しました。 

Ａ：実施できた 

Ｂ：一部実施できない取組があった 

Ｃ：実施できなかった 
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Ⅲ 目標の達成状況 
 

評価対象とした 31 件の目標の達成状況の評価結果は、次のとおりです。 

 

評価結果の 
区分 

取組項目 

Ⅰ:概ね達成 
できた 

Ⅱ:達成でき
なかった 計 

評価結果「Ⅱ」 
となった目標 

１ 歳出の削減・ 

歳入の確保 
9 1 10 ・１-(2)-ア「未利用地の有効活用等」 

２ 事業マネジメント 

の強化 
6 1 7 ・２-(4)「外郭団体の必要性の精査」 

３ 業務マネジメント 

の強化 
8 3 

11 

(12)※１

・３-(1)-ア「業務プロセスの改善」 
・３-(2)「ＩＣＴを活用したサービス向
上と業務プロセス改善」の目標① 

・３-(3)-イ「コンプライアンスの確保」

４ 経営システム改革 

 
― ― (11)※２ ― 

５ 人材の育成 

 
1 1 2 ・５-(1)「改革を推進する職員づくり」

６ ＰＤＣＡサイクル 

の徹底 
1 0 1 ― 

合 計 25 6 
31 

(43) 
― 

※１：「３ 業務マネジメントの強化」のうち、項目３-(1)-ウ「社会・行政システムの改革提言」

にかかる目標（１件）は達成状況の客観的な評価が困難なため、評価対象外としました。 

※２：「４ 経営システム改革」にかかる 11 件の目標は、平成 27 年度の単年度の目標としてい

ないことから、評価結果の区分（Ⅰ・Ⅱ）はしていません。 

 
○取組項目ごとの主な状況 
 
１ 歳出の削減・歳入の確保 

市政改革プランで着手した施策・事業の見直しを継続するとともに、それ以外の施
策・事業についても各所属で見直しを進めた結果、平成 27 年度に新たに 30 億円の削
減効果額を実現するなど、９件の目標が「Ⅰ：概ね達成できた」との評価結果になり
ました。 
項目１-(2)-ア「未利用地の有効活用等」にかかる目標については、約 94 億円の売

却収入があったものの、商品化に時間を要する物件が多数あり、計画的な売却スケジ
ュールに支障をきたす等したことから、「Ⅱ：達成できなかった」との評価結果になり
ました。今後は、計画的に売却を進めることができるよう専門的な知識やノウハウを
共有するなど、各所属へのサポートを充実するとともに、貸付検討地を全庁的に抽出・
公表するなどして、未利用地のさらなる有効活用を図っていきます。 

 
２ 事業マネジメントの強化 

市民利用施設における各種サービス改善を進めた結果、利用者満足度が前年度比で
0.6％向上し 82.2％となったほか、見直し実施計画に基づく取組を着実に推進すること
により、新たに 5,600 万円の見直し効果額を実現するなど、６件の目標が「Ⅰ：概ね
達成できた」との評価結果になりました。 
項目２-(4)「外郭団体の必要性の精査」にかかる目標については、５団体の見直し

を行ったものの、他の出資・出えん者の理解が得られなかったことなどにより、「Ⅱ：
達成できなかった」との評価結果になりました。引き続き、「外郭団体の見直しの方向
性」に沿って取り組み、外郭団体評価委員会でも審議いただきながら見直しを進めて
いきます。  
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３ 業務マネジメントの強化 
タブレット端末の活用やオープンデータの推進などの取組を目標どおり実施したほ

か、意思決定のプロセスや公金の使途等の透明性を確保する「オープン市役所」の取
組を進めた結果、「市がどのように施策・事業を決めているのかが分かりやすいと思う
市民の割合」が 76.6％となり、目標としていた 70％を上回るなど、８件の目標が「Ⅰ：
概ね達成できた」との評価結果になりました。 
項目３-(1)-ア「業務プロセスの改善」については、公文書の作成・保存管理にかか

るチェックリストを活用して自主点検に取り組みましたが、平成 27 年度中の成果の公
表には至りませんでした。また、項目３-(2)「ＩＣＴを活用したサービス向上と業務
プロセス改善」については、国のシステムトラブルによる混乱により本市独自施策の
検討には至らず、項目３-(3)-イ「コンプライアンスの確保」についてはコンプライア
ンス意識の向上に向けた各種研修等を実施したものの「コンプライアンスを特に意識
していない職員の割合」が 4.1％と、目標の 2.7％に至らなかったことから、「Ⅱ：達
成できなかった」との評価結果になりました。 
項目３-(1)-ア「業務プロセスの改善」については、新たな内部統制体制のもとに、

各所属において主体的に取り組んでいきます。また、項目３-(2)「ＩＣＴを活用した
サービス向上と業務プロセス改善」については国のシステムなどカード交付の問題が
解消されれば速やかに検討に着手するとともに、項目３-(3)-イ「コンプライアンスの
確保」については対象者を重点化した研修を実施するなど、コンプライアンス意識の
向上に向けた各種取組を実施します。 

 
４ 経営システム改革 

「バス」事業においては、平成 28 年３月に「大阪市自動車運送事業の引継ぎに関す
る基本方針案」が市会で一部修正のうえ可決され、「下水道」事業においては、下水道
施設の管理運営を包括委託する新組織の設立経費等を盛り込んだ平成28年度予算案が
可決されるなど、目標に向けて、進捗が図られました。 
いずれの事業においても、めざす方向性の実現に向けて、平成 28 年度以降も検討す

べき課題があることから、引き続き取組を進めていきます。 
 
５ 人材の育成 

給与カットについて、目標どおり市全体で 56 億 7,000 万円の年間削減効果額を実現
しました。 
一方、項目５-(1)「改革を推進する職員づくり」については、「仕事にやりがいを感

じている・ある程度感じている職員の割合」が 76.4％と、目標の 90％に至らなかった
ことから「Ⅱ：達成できなかった」との評価結果になりました。今後は、職員提案の
対象者の拡大や職場活性化に向けた研修内容を充実し、職員のチャレンジ性を引き出
すとともに、課長マネジメント研修を実施するなど、組織パフォーマンスの向上に向
けた取組を実施します。 

 
６ ＰＤＣＡサイクルの徹底 

項目６-(1)「ＰＤＣＡサイクルの徹底」については、「ＰＤＣＡサイクルを意識して
事業や業務に取り組んでいる職員の割合」が 73％と、目標の 60％を上回ったことから、
「Ⅰ：概ね達成できた」との結果になりました。 

 
【補 足】 

目標の達成状況については、次の２つの区分により評価しました。 

Ⅰ：概ね達成できた 
Ⅱ：達成できなかった 
＜評価の考え方＞ 

・目標が数値化されているもの 
→平成 27 年度末時点の達成率（＝実績値／目標値）を算出し、達成率

が 90％以上の場合は「Ⅰ」と評価。 
・目標が数値化されていないもの 

→ 戦略の趣旨どおり成果を実現できたかどうかを判断し評価。 
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Ⅳ　取組の実施状況・目標の達成状況（詳細）

番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

項 目
取組の実施状況

1-(1)-イ

ＩＴ経費
―

1-(1)-ア

庁舎等の
維持管理
費

日常的な維持管理の中での設備機器の
きめ細やかな運転制御など、経費をか
けずに実践可能な省エネルギー化手法
を庁内ポータルで共有し、各施設にお
ける省エネルギー化の取組を進めた。

各施設にて実現可能な省エネルギー化
手法の検討・導入や、エネルギー使用
量の削減に資する運用改善を行うな
ど、施設の運用状況に応じた施設管理
者による省エネルギー化の取組を進め
た。

平成27年２月に締結した本庁舎特別高
圧受変電設備改修工事請負契約に基づ
き、５月に現地調査を開始した。

工事計画に則り、全体工事の30％が完
了した（平成29年度に工事完了予
定）。

本庁舎の事務室や共用部の照明灯の間
引きや空調運転の短縮などに継続して
取り組んだ。

本庁舎の８階廊下等の電球形蛍光灯約
280個及び１階トイレの電球形蛍光灯約
20個についてＬＥＤ電球へ取替を実施
した。

１　歳出の削減・歳入の確保

Ａ

Ａ

Ａ

②

③

①

総務局ＩＴ統括課が情報システムの企
画、開発、発注等においてチェックや
指導・助言を行い、市販のパッケージ
システム等を使ったシステム、複数年
契約や総合評価一般競争入札方式の活
用を進めるとともに、基幹系システム
の再構築においては機能を共通化・効
率化する統合基盤システムを活用する
よう調整を行った。

Ａ

目標の達成状況

Ⅰ

引き続き、日常的な
維持管理の中で設備
機器のきめ細やかな
運転制御を行うな
ど、経費をかけずに
自ら実践可能な方法
に取り組み、庁舎等
の省エネルギー化を
図る。（①）

当初の予定どおり平
成29年度に工事を完
了できるように引き
続き進捗管理に努め
る。（②）

これまで、電気使用
量の削減に向け、各
種の取組を行ってき
ており、今後も継続
して実施していくと
ころであるが、今
後、費用対効果を考
えると、さらなる取
組に苦慮している。
平成28年度について
は、通年で空調運転
時間の短縮を行うこ
ととしたため、電気
使用量の削減につい
て、一定の効果は期
待できる。
今後は、本庁舎内の
白熱球、水銀灯、蛍
光灯のＬＥＤ化への
検討を行う。(③)

【目標】
本庁舎の電気使用量を
平成25年度比で
約1.9％の削減

【実績】
約5.6％の削減

【目標】
経常的な経費に係る平
成28年度予算を平成27
年度の水準以下に抑制

【実績】
経常的な経費に係る平
成28年度予算を平成27
年度予算（約78億円）
を下回る約77億円とす
ることができた。

Ⅰ

今後も引き続き、情
報システムの安全
性・信頼性の確保と
ともにＩＣＴ経費の
抑制に取り組む。

課題と
今後の方向性

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

項 目
取組の実施状況 目標の達成状況

課題と
今後の方向性

1-(1)-エ

補助金等
の見直し

―

1-(1)-オ

指定管理
者制度の
運用

―

②

市改革プロジェクトチームにおいて、
平成23年度予算における一般会計の一
般財源ベースで１億円以上の施策や事
業を対象に「点検・精査の視点」及び
「施策・事業の水準等についての基本
的な考え方」に基づき見直し、その内
容を平成27年度予算に反映するととも
に公表した。

①の取組の対象となっていない施策・
事業についても、各所属において引き
続き見直しを進め、平成27年度予算に
反映し、その内容を公表した。

「補助金等の見直し調整方針」に基づ
く見直し内容を平成27年度予算へ反映
し、その内容を公表した。

Ａ

募集案件について、施設所管所属と協
力しつつ、ガイドライン等の規定を適
用した選定を実施。

Ａ

1-(1)-ウ

施策・事
業の聖域
なきゼロ
ベースの
見直しと
再構築

① Ａ

Ａ

・

・

・

Ⅰ

平成27年度までに見
直しが完了していな
い施策・事業につい
て、引き続き見直し
に取り組む。

Ⅰ

今回の見直しで継続
となった補助金等に
ついても、社会情勢
の変化等に応じて、
適宜、見直しを行
う。

【目標】
削減効果（見込）額
277億7,100万円

【実績】
削減効果額
277億5,900万円

※平成24年度との比較

　平成27年度
　新規効果額
　　30億3,900万円

　⇒ ｐ25～29
　　  補足資料参照

【目標】
削減効果（見込）額
11億8,300万円

【実績】
削減効果額
11億8,300万円

※平成24年度との比較

【目標】
当該年度のすべての対
象施設に改訂ガイドラ
イン等を適用

【実績】
平成27年度選定施設数
235のすべてでガイド
ライン等を適用した

Ⅰ

今後も引き続きガイ
ドライン等の規定適
用に努めるととも
に、より適切な制度
設計・制度運用につ
いて検討し、ガイド
ライン等の改正を行
う。

・

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

項 目
取組の実施状況 目標の達成状況

課題と
今後の方向性

1-(2)-ア

未利用地
の有効活
用等

―

③

Ａ

大阪市未利用地活用方針一覧表を精査
し、未利用地の分類の変更や、売却時
期を明確化するとともに、大阪市未利
用地活用方針一覧表を更新（６月）

予算計上されている物件を中心に商品
化の状況や問題点、進捗状況などを土
地所管局を対象に資産流動化プロジェ
クト用地チームによるヒアリングを実
施（５月・10月・１月）

資産流動化プロジェクト用地チームに
より、全区を対象に活用方針などに関
するヒアリングを実施（８月）

Ａ

①

②

④

1-(2)-イ

未収金対
策の強化

Ａ

Ａ

Ａ

債権別の行動計画を平成27年４月１日
付けで改訂し、支払い能力がある滞納
債務者に対する法的措置の徹底等をは
じめとする同計画に基づく取組を推
進。

市債権回収対策室において、税の徴収
ノウハウを活かした徴収及び滞納整理
を実施。

「ＯＪＴによる徴収事務担当者の育
成」の実施。
　・研修（前期）を実施。
　　（平成27年７月～10月、
　　　４所属参加）
　・研修（後期）を実施。
　　（平成27年11月～
　　　平成28年２月、５所属参加）

大阪府域地方税徴収機構に参画。

・

・

・

【目標】
未収金残高
515億円以下

【実績】
511億円

【目標】
売却収入目標額
209億円

【実績】
売却収入実績額
約94億円
（オーク200約60億円
　を除く）

Ⅱ

商品化に伴う地元調
整や各種調査、対策
などに時間を要する
物件が多数あり、計
画的な売却スケ
ジュールに支障をき
たしていることが課
題となっている。こ
の状況を踏まえ、こ
れまでの取組を継
続、推進するととも
に、各区・各局が直
面する共通の課題に
対し、契約管財局の
持つ専門的な知識や
ノウハウを有機的に
共有化するなど未利
用地の有効活用を推
進するサポートの充
実を図る。

また、売却が困難な
土地、売却・事業化
に相当な期間を要す
る土地については、
長期的あるいは暫定
的な貸付による有効
活用にも取り組む。

Ⅰ

歳入の確保はもとよ
り、市民負担の公平
性・公正性確保のた
め、引き続き、全市
的な未収金対策の強
化に取り組む。

「ＯＪＴによる徴収
事務担当者の育成」
受講中に、差押えに
より未収債権を回収
する等、徴収ノウハ
ウの向上のための取
組の効果が出てきて
いるので、取組を継
続し、受講所属を拡
大していく。

・

・

・

・

・

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

項 目
取組の実施状況 目標の達成状況

課題と
今後の方向性

1-(2)-エ

広告事業
の推進

―

1-(2)-オ

自動販売
機等に係
る契約の
原則公募
の徹底

―

市の施設に設置する自動販売機等につ
いて原則公募による契約となるよう、
契約管財局からの通知に基づき各所属
で取組を実施した。

Ａ

Ａ

【目標】
収入目標額
3億7,100万円

【実績】
収入実績額
4億3,200万円

①

②

1-(2)-ウ

公園施設
の利便性
等の向上
と使用料
の確保

実施状況調査により取組状況や課題を
把握し、広告事業推進プロジェクト
チーム幹事会に報告した（実施状況調
査：４回実施、幹事会：３回開催）。

新たに広告掲載が可能となった、都市
公園における広告掲出について各所属
へ情報提供した。

区で活用可能な局所管財産について調
査を実施し、各区へ情報提供した。

相談対応やメールマガジンの配信など
により、各所属の広告事業の取組を支
援した（相談対応：55件、メールマガ
ジン配信：52回）。

他団体における広告事業の取組状況を
調査した。

広告事業推進プロジェクトチームにお
いて、平成28年度以降の市政改革計画
期間中の行動指針を策定するととも
に、平成28年度の媒体別目標額を設定
した。

Ａ

Ａ

Ⅰ

民間活力の導入によ
る魅力ある便益施設
の導入については、
従前から継続して取
組を進めた結果、利
便性向上及び増収面
において、一定の効
果があがった。

広告事業について
は、公募条件等を緩
和しながら、平成27
年度中に２度実施し
たものの、需要がな
く応募者がなかっ
た。平成28年度以降
は、これまでの公募
手法のさらなる変更
（随時募集等）を行
い、再度公募を実施
するほか、指定管理
者制度導入公園での
広告物掲出により歳
入確保をめざす。

Ⅰ

目標額を達成したも
のの、多くの媒体に
おいて広告主を確保
できておらず、媒体
別では達成できてい
ないものもある。

新たな広告主の確保
に向け、新たな制度
構築を図るなど戦略
的に広告事業を展開
していく。

【目標】
広告事業目標額
5億1,500万円

【実績】
広告事業効果額
5億3,200万円

自動販売機の設置か所の拡大及び条件
緩和
　（山之内西公園、中島公園、
　　扇町公園、中之島公園）

広告物の掲出事業者募集 （２回実施）

民間活力による天王寺公園エントラン
スの整備（魅力ある便益施設の設置
等）
 
民間活力による鶴見緑地（駅前エリ
ア）の整備（あそび創造広場等）

民間活力による公園駐車場の管理事業
者募集（中島公園）

Ⅰ

原則公募の徹底が図
られるよう継続して
取組を実施する。

【目標】
新たな取組による公園
使用料増収額
3,000万円

【実績】
3,200万円
（内訳）
　①  540万円
　②2,660万円

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

②

特別区設置にかかる住民投票の結果や
今後の大都市制度のあり方の検討状況
を踏まえ、関係局とともに、平成28年
度以降の施設の指定管理のあり方につ
いての検討を行った。

平成28年度からの施設の廃止・縮小は
実施しないこととなったが、施設数が
過剰であることの認識について変わり
はないことから、今後の大都市制度の
あり方の検討状況を注視していくとと
もに、民間活用の可能性なども含め、
課題解消に向け引き続き検討を行っ
た。

B
【目標】
取組①による見直し効
果額（税等ベース）
2億2,500万円

【実績】
2億2,500万円

※平成24年度との比較

　⇒ ｐ32
　　  補足資料参照

Ⅰ

③

平成24年６月にとりまとめた基本的方
向性に基づく取組状況を精査し、それ
ぞれの工程に基づき取組を行った。

Ａ

Ⅰ

平成27年12月に策定
された「大阪市公共
施設マネジメント基
本方針」を踏まえ、
将来の人口推移や厳
しい財政状況などを
見据えながら、中長
期的な視点に立っ
て、施設の総合的か
つ計画的な管理を進
める。

2-(2)-ア

市民利用
施設のあ
り方の検
討

①

平成24年度に策定した見直し実施計画
に基づく取組を推進するとともに、廃
止後の施設の活用方策について検討を
行った。

Ａ

【目標】
市民ニーズに応じた利
用や施設配置の実現

【実績】
見直し実施計画に基づ
き、こども文化セン
ターを男女共同参画セ
ンター西部館（クレオ
大阪西）へ移転し複合
化した（平成27年度中
に条例改正し、平成28
年４月に実施）

2-(1)

市民利用
施設にお
けるサー
ビス向上

引き続き、利用者
ニーズ、費用対効果
や他都市状況等をふ
まえ、市民や利用者
の視点に立ったサー
ビス改善策を検討・
実施し、一層の市民
サービスの向上を図
る。

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

２　事業マネジメントの強化

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

②

サービス向上策の検討・実施につなげ
ていくため、各施設における休館日の
状況、開館日・開館時間の他都市比較
の状況をとりまとめ、関係所属あて
フィードバックした。

各施設におけるサービス向上策につい
て、平成28年度の取組予定をとりまと
め、公表した。

Ａ
【目標】
平成25年度実績と比較
して毎年１％の増収を
めざす

【実績】
使用料（利用料金）
収入実績
平成25年度
　50億9,700万円
平成26年度
　53億2,200万円
平成27年度
　59億1,100万円
 （平成25年度実績比
　　　　　 +16.0％）

Ⅰ

③

①

各施設における利用者ニーズの的確な
把握とサービス向上のため、平成26・
27年度に実施した利用者アンケートの
結果をとりまとめ、関係所属あて
フィードバックした。

平成26年度に引き続き、市政モニター
アンケートを実施し、関係所属あて
フィードバックした。

Ａ

【目標】
アンケート調査におけ
る利用者満足度の向上

【実績】
市政モニターアンケー
トによる利用した施設
に対する満足度
　平成26年度：81.6％
　平成27年度：82.2％
　(前年度比 +0.6％)

Ⅰ

各施設において、把握した利用者ニー
ズを踏まえたサービス向上策に取り組
んだ。

　　　　　　　　⇒ ｐ30・31
　　　　　　　　　　補足資料参照

各施設における平成26年度の利用状況
をとりまとめ、検証を行った。

Ａ

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

2-(2)-イ

市民利用
施設の受
益と負担
の適正化

―

2-(3)

公共事業
の見直し

―

計画に沿って取り組
んできたが、他の出
資・出えん者の理解
が得られなかったこ
となどにより、目標
（平成28年３月末19
団体）を達成できな
かった。

引き続き、「外郭団
体見直しの方向性」
に沿って、外郭団体
に対する大阪市関与
の見直しに取り組
む。

これまでの取組の進
捗状況等について外
郭団体評価委員会で
審議いただき、「外
郭団体見直しの方向
性」を検証する。

上記検証結果や、事
業の経営形態の変更
の議論状況等を踏ま
えて、今後の見直し
の方向性について検
討を進める。

2-(4)

外郭団体
の必要性
の精査

・

・

②

経営評価の審議にあたり、各団体にお
ける本市からの自立化に向けた取組計
画の確認を行った。

平成27年度における取組経過を検証
し、進捗状況を公表した。

Ａ

Ⅱ

①

「外郭団体関与・監理見直し計画（更
新版）」に沿って本市関与を見直した
５団体について、外郭団体評価委員会
での審議を経て外郭団体の指定を解除
した。

Ａ

【目標】
外郭団体数について、
平成27年度までに平成
27年１月の団体数（32
団体）と比較して40％
（※）以上の減
　　　　　※13団体

【実績】
平成28年３月末時点で
16％（５団体）減の結
果27団体になった。

・

・

・

・

・

・

・

本市の公共施設等総合管理計画にあた
る「大阪市公共施設マネジメント基本
方針」について、パブリック・コメン
トの実施（平成27年10月～11月）結果
を踏まえて、平成27年12月に策定し
た。 Ａ

【目標】
公共施設等総合管理計
画を策定

【実績】
平成27年12月に大阪市
公共施設マネジメント
基本方針を策定

Ⅰ

財政負担の軽減・平
準化や施設の安全確
保・機能維持に努め
る必要があることか
ら、本方針を踏ま
え、中長期的な視点
に立って公共施設の
総合的かつ計画的な
管理を行っていく。

平成25年度に策定した基本的な考え方
に基づき、平成27年度末で指定管理期
間が終了する施設の使用料の点検・精
査を実施し、その結果を踏まえ、経費
節減や利用促進等、受益者負担率の適
正化に向けた取組方針を整理し、公表
を行った。 Ａ

【目標】
施設の指定管理者の更
新時期にあわせて使用
料を点検・精査し、受
益者負担を適正化

【実績】
平成27年度末で指定管
理期間が終了する施設
の使用料の点検・精査
を実施し、結果を公表

Ⅰ

引き続き受益と負担
の適正化を図るた
め、使用料の点検・
精査を実施する。

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

―

②

平成26年度に引き続き、簿記３級程度
の知識習得のための簿記基礎研修や新
採用者・新任係長への階層別研修な
ど、新公会計制度の知識習得を目的と
する研修を実施した。

加えて、所属長（区・局長等）や課長
級など、それぞれの職責に応じたマネ
ジメントのための財務情報の分析や活
用手法等に主眼をおいた研修を実施し
た。

Ａ

３　業務マネジメントの強化

目標の達成状況

3-(1)-イ

事業コス
トの見え
る化　～
フルコス
ト管理～

①

平成27年４月より新公会計制度の運用
を開始するとともに、期首残高となる
開始貸借対照表を作成し、９月末に公
表した。

Ａ

【目標】
研修における受講者ア
ンケートの「業務に役
立つ」とする回答者の
割合：
50％以上

【実績】
78.0％

Ⅰ

平成28年度は制度導
入後初めてとなる財
務諸表を作成・公表
することから、事業
評価やプレゼンテー
ション技法など、財
務諸表等のマネジメ
ント活用に向けた新
たな研修を実施す
る。

平成27年度の取組として、取組内容の
とおり自主点検を要請することとして
いたが、一方で、平成27年10月９日付
け平成26年度監査委員監査総括報告書
において、本市の事務事業遂行上の
様々な問題点が指摘され、その指摘事
項を踏まえ全所属において自主点検を
実施し、その結果のとりまとめを行っ
た。

各所属における自主点検が適切に実施
されるよう「説明責任を果たすための
公文書作成指針」に基づき、公文書を
適正に作成・保存管理することを徹底
していくため、会議録作成の要否判定
の流れ（フロー図）や公文書の作成・
保存管理にあたってのチェックリスト
等をとりまとめた「公文書作成指針の
運用手引」を作成し、全所属へ周知し
た。

Ａ

【目標】
事務処理手続の適正化
にかかる取組状況など
の成果を公表

【実績】
公文書の作成・保存管
理についてチェックリ
ストを全所属へ通知
し、必要に応じ各所属
で自主点検を実施でき
るように取り組んだ。
適正化にかかるモニタ
リングなどの結果等に
ついては、内部統制の
成果としてとりまとめ
ることから、個別での
成果の公表には至らな
かった。

Ⅱ

問題のあった業務に
ついては改善が完了
したものの、引き続
き事務処理の適正化
に取り組む必要があ
る。

今後については、リ
スク管理の観点から
新たな内部統制のも
と、リスク対策の整
備や点検、改善など
各所属において主体
的に取り組み、成果
について公表してい
く。

項 目
取組の実施状況

・

・

・

・

・

3-(1)-ア

業務プロ
セスの改
善

課題と
今後の方向性

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

【目標】
時代に対応しきれてい
ない国の社会・行政シ
ステムの改善を求める

【実績】
・「大阪府市規制改革
　会議提言」の実現に
　向け、府市連携し、
　国家予算要望などの
　機会を捉えて国への
　提案・要望を実施し
　た。
・生活保護適正化連絡
　会議の議論を踏まえ
　た適正化に向けた取
　組を通じて明らかに
　なった課題につい
　て、あらゆる機会を
　通じて国に対して提
　案・要望を行ってき
　たところ、生活保護
　制度の見直しにかか
　る作業工程表が示さ
　れてきた。

―

府市連携し、事業者
等が事業を展開する
うえで支障となって
いる規制や制度、行
政手続きなど具体的
な問題点や改善すべ
き事項について、提
案募集を引き続き実
施。（①）

事業者等から提案が
寄せられた場合に
は、所管部局におい
て規制改革や行政
サービスの改善につ
なげていくととも
に、国での対応が必
要なものについて
は、府市一体となっ
て国に働きかけてい
く。（②）

府市連携し、「大阪
府市規制改革会議提
言」に基づく規制改
革の進捗管理を実
施。（③）

生活保護制度の適正
化に向けた取組を引
き続き推進するとと
もに、生活保護制度
の見直しの際には地
方自治体の意見が反
映されるよう要望し
ていく。（①、②、
③）

3-(1)-ウ

社会・行
政システ
ムの改革
提言

②

「大阪府市規制改革会議提言」の実現
に向け、府市連携し、国家予算要望な
どの機会を捉えて国への提案・要望を
実施。

６月に大阪市として国の施策・予算に
関する提案・要望を行った。

７月に民生主管局長会議として社会福
祉関係予算に関する提案を行った。

８月に指定都市市長会として平成28年
度国の施策及び予算に関する提案を
行った。

Ａ

③

①

府市連携し、事業者等が事業を展開す
るうえで支障となっている規制や制
度、行政手続きなど具体的な問題点や
改善すべき事項について、提案募集を
引き続き実施。

生活保護適正化連絡会議を全公開で２
回開催（７月、10月）し、生活保護制
度の課題等について検証・検討を行
い、その資料や議論の内容をホーム
ページにおいて公開。

Ａ

府市連携し、「大阪府市規制改革会議
提言」に基づく規制改革の進捗管理を
実施し、その状況を公表するととも
に、あらゆる機会を捉えて国に働きか
けを実施。

全公開で２回開催（７月、10月）した
生活保護適正化連絡会議での議論を踏
まえ、生活保護のさらなる適正化に向
けて取り組んだ。
【具体的な取組】
　・就労自立支援（民間のノウハウ
　　を活用した「総合就職サポート
　　事業」）
　・不正受給対策（各区「不正受給
　　調査専任チーム」による不正受
　　給の早期発見に向けた調査の実
　　施）
　・医療扶助の適正化（重複－頻回
　　受診に対する取組として３区に
　　看護師等専門職員を配置し「適
　　正受診指導モデル事業」を実施）

Ａ

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

④

地価公示など６つのデータセットを新
たに公開した。

ＡＥＤなど新たなデータセットを公開
した。

ビジネス分野におけるデータの利活用
の促進によるイノベーションを創出さ
せるため、オープンデータ・ビッグ
データカンファレンスを２月に開催し
た。

データカタログサイトを３月に公開
し、オープンデータの利用を通じて、
市政への参画の促進を図るため、市民
によって開発された「PUSH大阪」、
「大阪もよりナビ」などのアプリを活
用事例として、紹介を行った。

Ａ

【目標】
公開データ数を増加す
るとともに、利用しや
すいカタログサイトを
構築

【実績】
・地価公示、ＡＥＤな
　どのデータセットを
　公開し、データカタ
　ログサイトを公開し
　た。
・平成28年２月に
　『オープンデー
　タ』・ビッグデータ
　カンファレンスを実
　施した。

Ⅰ

公開データ数を増加
し、カタログサイト
の充実を図ってい
く。

③

マイコミおおさかは一旦中断し、ツー
ルの改善・強化方法を検討した。

ＩＣＴ活用による市民協働を促進する
ため、市民や民間プログラマーが地域
課題の解決をめざしたアプリを開発す
るハッカソン等の取組を支援した。 Ａ

【目標】
取組状況などの成果を
公表

【実績】
平成27年９月にアイデ
アソンを、平成27年11
月にCivic Techハッカ
ソンを開催した。ま
た、成果については、
市のホームページ上で
公表した。

Ⅰ

今後も、継続して、
市民や民間プログラ
マーが地域課題の解
決をめざしたアプリ
を開発するハッカソ
ン等の取組を支援す
るなど、ＩＣＴ活用
による市民協働を促
進する。

②

タブレット端末の利用環境を改善する
ため、予算要求における手続きを簡素
化し導入の容易性を高めた。

タブレットを活用した業務改善及び将
来的な業務システムへの利用拡充に向
けて、８部署に貸出しをするととも
に、最長２週間の短期貸出を実施し
た。

Ａ

【目標】
取組状況などの成果を
公表

【実績】
随時、活用事例を庁内
ポータルに掲載してお
り、平成28年３月時点
において、17件とりま
とめ、成果を公表し
た。

Ⅰ

今後も引き続き、タ
ブレットを活用した
業務改善を進めるた
め、タブレットの貸
出しを行う。
また、成果について
とりまとめ、所属内
における担当業務で
のタブレットの利活
用を進める。3-(2)

ＩＣＴを
活用した
サービス
向上と業
務プロセ
ス改善

①

マイナンバー制度の導入に向け、国が
示すスケジュールに沿って通知カー
ド・個人番号カードの交付体制の構築
を進めるとともに、マイナンバーを取
り扱う業務システムの改修を進めるな
ど、着実に作業を進めたものの、本市
への申請・届出事務の実態調査や制度
活用の検討には至らなかった。

Ｂ

【目標】
国のスケジュールに着
実に対応するととも
に、本市独自施策の検
討結果をとりまとめ

【実績】
国が示すスケジュール
に沿って通知カード・
個人番号カードの交付
体制を構築し、マイナ
ンバーを取り扱う業務
システムの改修を進め
ることはできたが、本
市独自施策の検討には
着手できていない。

Ⅱ

通知カードは郵送の
遅れ、個人番号カー
ドは国のシステムト
ラブルによりカード
交付に関わって今も
混乱が続いているた
め、本市独自施策の
検討はできなかっ
た。国のシステムな
どカード交付の問題
が解消されれば速や
かに検討に着手する
予定である。

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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結果

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

②

各所属のコンプライアンス担当者に対
して、公益通報案件に係る調査能力向
上を目的とした研修を実施するととも
に、公正職務審査委員会における審議
資料の改善を行い、審議のさらなる効
率化を図った。

Ａ

③

第16～19回服務規律刷新プロジェクト
チーム会議を開催し、不祥事削減に向
けた取組を推進した。

不祥事発生件数削減の数値目標
　平成26年８月～平成27年７月
　　　　　　　　　　（１年間）
　目標：87件以内→実績：77件

不祥事根絶に向けた数値目標を新たに
設定した。
　平成27年９月～平成28年８月
　　　　　　　　　　（１年間）
　目標：70件以内

不祥事の発生を未然に防ぐ観点から、
適格性欠如等の職員に対し、改善に向
けた指導等を実施した。

Ａ

3-(3)-イ

コンプラ
イアンス
の確保

①

職員に対して集合型研修やグループ討
論型研修、e-ラーニング研修、職場研
修を実施し、全階層の職員に対してコ
ンプライアンス意識の向上を図った。 Ａ

【目標】
コンプライアンスを
「特に意識していな
い」職員の割合：
2.7％以下

【実績】
4.1％

Ⅱ

職員アンケートにお
いて、より客観的な
数値となるように質
問の仕方を変更した
ことにより、依然と
して多くの職員がコ
ンプライアンスを意
識していないことが
明確になった。

個々の職員のコンプ
ライアンス意識の向
上の取組を進めるた
め、対象者を重点化
したコンプライアン
ス研修を実施する。
（①）

コンプライアンス確
保に向けての組織的
な取組を進めるた
め、公益通報制度の
運用を通じて必要な
情報を関係所属と共
有するなど同種事案
の再発防止を図る。
（②）

引き続き「服務規律
刷新プロジェクト
チーム」を中心に、
不祥事根絶に向けた
取組を推進する。
（③）

・

・

・

・

・

・

②

ＰＤＣＡサイクルの検証として、リス
ク対応策の有効性の自己点検及び対応
策の改善を促すとともに、モニタリン
グ（実地調査等）の改善を働きかけた
ことにより、各所属の内部統制機能を
維持、向上させることができた。

Ａ

3-(3)-ア

内部統制
体制の確
立

①

各所属が自律的に内部統制のＰＤＣＡ
サイクル（リスクの把握・評価→リス
ク対応策の整備・実施→リスク対応策
の有効性の自己点検→リスク対応策の
改善）を実施できるよう、各所属の内
部統制に関する事務の中心となる課長
級・課長代理級職員を対象に集合型研
修を実施する等の支援を行った。

Ａ

【目標】
適切に業務が行われて
いるか日常的に点検・
見直しを行っていると
考えている職員の割
合：
73％以上

【実績】
71.3％

Ⅰ

・

・

・

・

・

・

・

・

さらに各所属の取組
を支援するため、各
課長（内部統制員）
にリスク把握・評価
の手法など、自律的
に取組を進めるため
のノウハウを提供す
る。（①）

引き続き検証を行う
ため、平成27年度に
整備したリスク対応
策の自己点検の実施
を促すとともに、重
要リスクに係るモニ
タリングを優先的に
改善することによ
り、各所属の内部統
制機能の維持、向上
を図る。（②）
※今後地方自治法の
　改正が予定されて
　おり、その内容を
　踏まえて取組を再
　構築する必要があ
　る。

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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取組の実施状況
課題と

今後の方向性

②

区役所における広報人材の育成に向
け、計画的・体系的な研修計画を策
定。

広報計画策定やキャッチコピー作成ス
キルなどの研修を５回実施。

事件事故等の報道対応について、記者
による講義等を１回実施。

Ａ

3-(3)-エ

効果的な
情報発信

①

策定した計画に基づき、広報紙やホー
ムページ、報道発表のほか、ＳＮＳや
映画とタイアップしたポスターなど、
ターゲットや市民ニーズに応じた様々
な媒体を活用し、相互の連携も意識し
ながら情報発信を行った。

Ａ

【目標】
必要とする市政情報が
得られていると思う市
民の割合：
70％以上

【実績】
73.8％

Ⅰ

引き続き、的確な情
報発信を行ってい
く。（①）

受講者アンケートや
各所属広聴広報幹事
に対するアンケート
結果等を踏まえて、
さらなる充実を図
る。（②）

3-(3)-ウ

説明責任
と透明性
の確保
～オープ
ン市役所
～

①

「施策カルテ」、「庁内会議のオープ
ン化」、「要綱・要領等のオープン
化」の見える化について、安定的な運
用に向け、各所属に対し、制度要旨等
の周知を行った。

市総合トップページに項目を分かりや
すく表示することで、ホームページ上
での使いやすさを改善した。

Ａ

【目標】
市がどのように施策・
事業を決めているのか
が分かりやすいと思う
市民の割合：
70％以上

【実績】
76.6％

Ⅰ

引き続き、安定的に
運用するため、必要
に応じて検証・改善
を行う。（①②）

引き続き、予算編成
の過程を公表する。
（③）

引き続き、前月の公
金支出情報を、毎月
公表する。（④）

前月の公金支出情報を、毎月公表し
た。

市総合トップページに項目を分かりや
すく表示することで、ホームページ上
での使いやすさを改善した。

・

・

・

・

・

・

・

・

②

「市民の声」の見える化について、安
定的な運用に向け、各所属に対し、制
度要旨等の周知を行った。

市総合トップページに項目を分かりや
すく表示することで、ホームページ上
での使いやすさを改善した。

Ａ

③

予算編成過程の公表について、予算編
成通知、予算事業一覧及び事業概要説
明資料を公表した。

また市長ヒアリングを公開の場で実施
した。

Ａ

④ Ａ

・

・

・

・

・

・

・

・

・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

3-(4)

区役所業
務の集約
化

―

各区役所から提案のあった区役所業務
の集約化・共同処理可能な業務につい
て、区長会議の各部会において検討を
進め、実現に向けて関係局・室との調
整を行った。

Ａ

【目標】
集約化・共同処理可能
な業務から順次実施

【実績】
平成28年４月から、屋
外広告物継続許可申請
受付業務及び学校体育
施設開放事業における
光熱水費の振替業務に
ついて、局への集約化
を実施した。また、
「市民の声」のうち担
当局が明らかな７項目
について、直接局へ届
くようにした。

Ⅰ

これまでの検討にお
いて、集約化・共同
処理による効果や人
員の再配分など様々
な課題が浮かび上
がっており、平成28
年度から実施した業
務以外の実施可能性
について、引き続き
検討・調整を行う。

・ ・

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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・ 新会社による営業開始

・

・

「民営化の基本方針を議
会の議決事件とすること
を定める条例案」可決
（10月）
「大阪市高速鉄道事業及
び中量軌道事業の引継ぎ
に関する基本方針案」継
続審査（３月）

・ 大阪シティバス（株）に
よる運行

・

・

・

「大阪シティバス創業プ
ロジェクトチーム」で、
大阪シティバス（株）へ
円滑に事業を引き継ぐた
めの検討を行い、中間と
りまとめ実施（８月）
「民営化の基本方針を議
会の議決事件とすること
を定める条例案」可決
（10月）
「大阪市自動車運送事業
の引継ぎに関する基本方
針案」及び同方針案を補
足する「バス事業民営化
プラン（案）」について
市会議論を踏まえ一部修
正を行い、議案可決（３
月）

・ 運営会社による業務の開
始

・

・

想定スケジュールの見直
し、人材確保等、これま
での市会での指摘事項を
踏まえたさらなる検討を
実施
水道事業等設置条例の改
正議案継続審査（３月）

経営健全化団体であるバス事
業については、将来にわた
り、持続的・安定的に市民・
お客さまに必要不可欠なバス
サービスを提供していくため
にも、健全化計画期間内であ
る平成30年度までに民営化を
進めていく必要がある

バス事業を引き継ぐ大阪シ
ティバス（株）において、引
き続き運営コストの削減など
経営改革を着実に進め経営基
盤の強化に努めるとともに、
一括譲渡に向けた手続きを
行っていく

引き続き、市会のコンセンサ
スを得ながら取組を進め、地
下鉄と同時期の民営化をめざ
す

・ 水道事業等設置条例の改正議
案の可決に向け、国による税
負担軽減策や公共性の担保に
関することなど課題への対応
策を検討し、運営会社の設立
及び業務の開始をめざす

４　経営システム改革

課題と
今後の方向性

平成27年度以降の目標と
進捗状況

4-(1)-ア

地下鉄

・

・

・

・

・

4-(1)-イ

バス

・

・

・

・

デューデリジェンス業務を実施

国や関係先との協議（事業の譲渡譲
受、産業競争力強化法の適用、資金
調達方法等）

「民営化の基本方針を議会の議決事
件とすることを定める条例案」を市
会に上程（９月）

「大阪市高速鉄道事業及び中量軌道
事業の引継ぎに関する基本方針案」
を市会に上程（２月）

「地下鉄事業民営化プラン（案）」
をとりまとめ、市会に報告（３月）

「大阪シティバス創業プロジェクト
チーム」立ち上げ（４月）

「民営化の基本方針を議会の議決事
件とすることを定める条例案」を市
会に上程（９月）

「大阪市自動車運送事業の引継ぎに
関する基本方針案」を市会に上程
（２月）

「バス事業民営化プラン（案）」を
とりまとめ、市会に報告（３月）

「水道事業における公共施設等運営
権制度の活用について（実施プラン
案）」（平成27年８月修正版）の公
表（８月）

公共施設等運営権制度の活用に関す
る資産評価及び調査の実施（８～12
月）

水道事業等設置条例の改正議案を市
会に上程（２月）

取組内容項 目

・

・

・

・

現在の低金利情勢のもとで有
利子負債の借換えを行うこと
により、財務体質の大きな改
善が図られるなど、民営化の
時期は早いほど効果も大きく
発現する

「産業競争力強化法」に基づ
く税制優遇措置の適用期限は
延長されたとはいえ、平成29
年度末までに民営化による事
業計画の認定を受ける必要が
ある

デューデリジェンス業務、国
や関係先との協議を継続して
実施する

引き続き、市会のコンセンサ
スを得ながら取組みを進め、
バスと同時期の民営化をめざ
す

4-(1)-ウ

水道

・

・

・

・

・

・

【目標】

【進捗状況】

【目標】

【進捗状況】

【目標】

【進捗状況】
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課題と
今後の方向性

平成27年度以降の目標と
進捗状況

取組内容項 目

・ 平成27年度末までに新組
織への委託開始

・

・

（一財）都市技術セン
ターへ施設の管理運営の
包括委託及び職員派遣を
実施
新組織の設立経費等を盛
り込んだ平成28年度下水
道事業会計予算が附帯決
議を付して可決（３月）

＜民間移管１園＞
　平成28年４月からの
　民間法人による運営
　開始
＜廃園３園＞
　平成27年度末の廃園

目標どおり、実施

・

・

・

・

平成27年度移管実施
　10か所
平成27年度末休止予定
　１か所
平成28年度移管実施予定
　３か所
平成29年度移管実施予定
（平成27年度着手）
　10か所

・

・

・

・

・

平成27年度移管実施
　10か所
平成27年度末廃止
　１か所
平成28年度移管実施予定
　５か所
平成29年度移管実施予定
（平成27年度着手）
　３か所
平成28年度末休止予定
　１か所

・

・

・

4-(1)-オ

幼稚園

・

・

・

4-(1)-カ

保育所

・

新たな市立幼稚園民営化計画（案）
の公表（７月）

民間移管園１園（泉尾）について、
平成28年４月からの民間法人による
運営開始に向け、法人への引継ぎ等
を完了（５月～３月）

３園（堀川・中本・瓜破）について
廃園（３月）

民間移管により児童の保育環境が変
わることから、児童への影響を最小
限にとどめ、円滑な民間移管を実施
するための取組を継続

○市民・保護者の理解を得るための
　取組
　・ホームページ等で民営化計画を
　　公表するとともに、保護者等に
　　対する民間移管の概要等を説明
　　した

○優良な移管先法人を選定するため
　の取組
　・学識経験者や保育の専門家等で
　　構成する選定会議を実施した

○保育の継続性を維持するための取
　組
　・保護者、移管先法人及び本市の
　　三者で組織する「三者協議会」
　　を設置し、行事等の保育内容、
　　保護者の費用負担等について協
　　議し、合意形成を図った
　・移管先予定法人との移管前１年
　　間の引継ぎ、移管直前３か月間
　　の共同保育を行った

大阪市下水道事業経営形態見直し基
本方針（案）のパブリック・コメン
トを実施し、結果を公表（７月）

新組織設立及び業務開始に向けた検
討を実施

新組織による業務開始後の公共施設
等運営権制度の導入に向けた調査検
討を実施

4-(1)-エ

下水道

平成25年４月に策定した「公
立保育所新再編整備計画」に
基づき、引き続き民間移管を
進める

民間移管への取組について、
目標どおり実施し、応募が
あったものの、すべての保育
所において選定に至っていな
い。民間移管を進めることが
できる様々な手法の検討を進
めるとともに、補完的な手法
として運営委託を推進する

【目標】
公立保育所の民間移管等を
順次実施

・

・

【進捗状況】
公立保育所の民間移管等を
順次実施

【進捗状況】

【目標】

・

・

・

下水道事業に公共施設等運営
権制度を導入するには、交付
金などにかかる課題を解決す
る必要がある

平成28年度中に新組織を設立
し、平成29年度から新組織に
よる業務開始

国等と協議のうえ、公共施設
等運営権制度の導入にかかる
課題の整理に取り組み、早け
れば平成31年度からの導入

市立幼稚園としての今日的な
役割についての再検証や、公
としての役割を明確化したう
えで、個々の園の状況や地域
ニーズ等を踏まえ、今後の進
め方についての方針を示す

すでに公私連携幼保連携型認
定こども園として、民間移管
の方針が決まっている園につ
いて、法人の公募選定、建設
予定地の既存施設解体撤去等
の実施

・

・

【目標】

【進捗状況】
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課題と
今後の方向性

平成27年度以降の目標と
進捗状況

取組内容項 目

・ 地方独立行政法人の設立

・ 「大阪市ミュージアムビ
ジョン」の検討に着手

・ 民間委託化の早期拡大を
図る

・

・

全市の粗大ごみ収集に加
え、平成27年４月から北
部環境事業センターにお
ける資源ごみ収集、容器
包装プラスチック収集及
び古紙・衣類収集につい
て、民間委託を実施した
民間委託化の早期拡大を
めざして、市会での指
摘・議論を引き続き検証
中

・ 認知症対応にかかる専門
的な医療・介護機能の民
間移管

・

・

弘済院の特性を活かした
新たな構想の策定に向け
検討中
附属病院建替のさらなる
財源確保のため、敷地内
の用地の一部売却につい
て調整中

4-(3)-ア

一般廃棄物
（収集輸送）

・

・

・

・

・

平成27年４月から北部環境事業セン
ターにおける委託品目の拡充

平成27年度に実施した民間委託化の
拡大による影響の検証（市民サービ
スへの影響、効率化等）

平成28年度以降に実施する民間委託
化の拡大に向けた具体策等の検討

市会での指摘・議論の検証
　①市民サービスへの影響（特に災
　　害時の対応）
　②委託化の手法としての「業務区
　　分単位」と「センター単位」の
　　メリット・デメリット
　③「給与保障を前提とする職員転
　　籍の手法」を選択することによ
　　る経費削減効果への影響（消費
　　税の影響等）

上記①②③を踏まえ新たな経営形態
に向けた検討

「地方独立行政法人化に向けた基本
プラン（素案）」の改定に向け、経
済波及効果など経営形態見直しによ
るメリットのさらなる検討・調査を
実施

市会の指摘を踏まえ、経営形態の見
直しは、大阪の文化の発展と都市魅
力の向上に向けた施設の魅力向上を
図るうえで最適な経営形態という観
点から検討すべきとの考えから、博
物館がめざすべき姿とその実現に向
けた取組を「大阪市ミュージアムビ
ジョン」として定めるべく、検討に
着手

4-(2)-ア

博物館

・

・

・

・

・

・

さらなる民間委託化の拡大に
ついては、スピード感をもっ
て対応していく必要がある

平成28年度については、早期
退職の特例制度等の活用を図
りながら職員数を削減し、民
間委託の範囲を拡大して、は
じめて普通ごみ収集まで踏み
込み、北部環境事業センター
における家庭系ごみ収集全般
について民間委託化し委託状
況の検証を行う

引き続き、早期退職の特例制
度を活用するなど職員数を削
減するとともに、他の環境事
業センターの民間委託化を推
進していく

さらなる改革を推進していく
ため、今後の廃棄物行政の展
望も視野に入れて、既存の枠
組みを越えた改革方策につい
て検討を進める

【目標】

【進捗状況】

【目標】

4-(3)-イ

弘済院

・

・

・

平成28年度には、博物館がめ
ざす姿とその実現に向けた取
組を、外部有識者の意見も踏
まえながら「大阪市ミュージ
アムビジョン」として策定す
る

ビジョン実現に最適な経営形
態について、地方独立行政法
人化を軸に検討を深め、広く
市民の理解を得たうえで、基
本プランを策定する

【進捗状況】

附属病院建替の財源確保のため、敷
地内の用地の一部を売却

認知症医療と介護が一体と
なってその機能を発揮できる
よう、各施設の役割・連携等
を踏まえた弘済院全体の構想
を平成28年度中に策定する

附属病院については、現地建
替え、事業継承に向け、関係
機関と調整を行い、特別養護
老人ホームについては、病院
のあり方、方向性と合わせて
検討していく

・

・
【進捗状況】

【目標】
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課題と
今後の方向性

平成27年度以降の目標と
進捗状況

取組内容項 目

・ 指定管理者制度の導入

・ 先行事例や指定管理者の
撤退リスクにかかる対応
策についての調査を行
い、制度導入についての
検討を実施

・ 効率的な運営手法の確立

・ 整備基本計画及びアク
ションプランの策定に向
けた諸課題の検討を実施

4-(3)-ウ

市場

本
場
・
東
部
市
場

・

・

南
港
市
場

・

・

・

・

・

・

指定管理者制度を中央卸売市
場に導入している唯一の先行
事例である大阪府市場は、平
成28年度中に第２期指定管理
者の公募を予定しており、府
市場の第１期における取組や
公募内容の変更点等を踏まえ
つつ検討していくことが必要

管理運営経費の削減に資する
ためのよりよい制度設計とな
るよう検討を継続

なお、当面は委託範囲拡大等
による業務の効率化にも取り
組む

先行事例調査（大阪府中央卸売市場
等）

指定管理者の撤退リスクにかかる対
応策の検討等

市場内事業者への説明・意見聴取等

整備基本計画の策定作業

南港市場将来戦略プラン～アクショ
ンプラン（行動計画）編～の策定作
業

・

・

・

民間活力の活用等について十
分検討することが必要

引き続き、「南港市場将来戦
略プラン」に基づき、市場機
能の向上や市場運営の効率化
に向けた取組を実施

整備基本計画及びアクション
プランを策定

【目標】

【進捗状況】

【目標】

【進捗状況】
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

・

・

・

Ⅱ

これまでの取組に加
え、平成28年度は職
員提案における若手
の部門の対象者の拡
大、職場活性化に向
けた研修内容の充実
を図るなど、職員の
チャレンジ性を引き
出すための事業を推
進する。また、さら
なる組織パフォーマ
ンスの向上に向け、
課長マネジメント研
修を実施する。

Ａ

Ａ

５　人材の育成

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

政策形成のプロセスを体系化し、問題
解決の方法論として学ぶことで、効率
的な政策立案の手法を習得するため、
政策立案力向上研修を実施した。

職場のマネージャーとして必要な政策
立案力向上のカリキュラムを新たに取
り入れた新任課長研修、新任課長代理
級研修を実施した。

企画立案の基本的な流れを理解したう
えで、発想法についても習得すること
により、自由で新しいアイデアを発想
し、それをもとに企画・立案ができる
能力を身につけるため、企画・発想力
向上研修を実施した。

Ａ

【目標】
仕事にやりがいを感じ
ている・ある程度感じ
ている職員の割合：
90％以上

【実績】
76.4％

⑤

職員の意識改革及び職場風土改革を推
進するため、はなまる活動表彰制度に
おいて、職場活性化推進のための勉強
会を実施した。

はなまる活動表彰制度において、職員
による代表事例選出投票、市長表彰式
を実施した。

・

・

・

②

主務の職務を担う職員としての自覚を
促し、組織のリーダーとしての実践力
と将来を見据える能力を身につけるた
め、新任主務研修を実施した。

基礎自治体の職員としての基礎力を高
め、職務遂行能力のさらなる向上を図
るため、夜間スキルアップ講座を実施
した。

Ａ

職場のマネージャーとして必要な知識
や考え方を学習し、研修後の行動評価
を職場の協力を得て実施することで、
望ましいマネジメント行動の実践・継
続を促すため、新任課長研修、課長昇
任前アセスメント研修、新任課長代理
級研修、新任係長研修を実施した。

課長昇任前アセスメント研修を修了し
た者が、自らの強み・弱みを認識した
うえで、自己啓発課題における能力開
発を図るために、マネジメント力向上
研修を実施した。

Ａ

④

マネジメント行動のひとつである、職
場でのＯＪＴの定着化を図るため、新
任課長研修、新任課長代理級研修、新
任係長研修、新任主務研修を実施し
た。

中堅職員研修を実施した。

ＯＪＴの理解を深め、推進するため、
人材育成担当者研修を実施した。

・

・

・

・

・

・

・

5-(1)

改革を推
進する職
員づくり

①

③

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

目標の達成状況
項 目

取組の実施状況
課題と

今後の方向性

③

意欲、能力、実績を持った女性職員の
積極的な管理職への登用の推進につい
て
　・特定事業主行動計画を改定し、
　　その中で、女性活躍推進法に基
　　づき、各任命権者ごとに数値目
　　標を設定した（平成28年３月）
仕事と家庭生活の調和をサポートする
職場づくりを推進するため、超勤削減
の取組や研修・情報発信等を行った。
　・配偶者同行休業制度の導入（４
　　月）
　・ワーク・ライフ・バランス階層
　　別研修の実施（６～７月）
　・ワーク・ライフ・バランス推進
　　期間の設定（７～８月）
　・テレワークモデル実施（９～10
　　月）
女性職員の多様な働き方を考えるセミ
ナーを開催した。（11月）

Ａ

Ⅰ

適切な組織管理や人
事管理を着実に推進
することが課題であ
ることを踏まえ、人
員マネジメントを適
切に行いながら、ス
リムで効果的な業務
執行体制を構築する
とともに、職員数の
削減に引き続き取り
組む。
具体的には、市長部
局の職員数につい
て、経営システムの
見直し等を除き、平
成31年度までに約
1,000人を削減する。
給与カットを継続実
施し、人件費の抑制
を図る（①、②）

改定後の特定事業主
行動計画に基づき、
すべての職員が働き
やすい職場環境づく
りと女性の活躍推進
の取組を両輪として
進める。（③）

・

・

・

・

・

人事会議等により決定された方向性に
基づき、各所属との調整を通じて、適
切に人員・組織マネジメントを実施し
た。
職員数の削減、給与カットについては
次のとおり。
　・職員数の削減　▲575人
　　　平成27年４月１日　31,747人
　　　平成28年４月１日  31,172人
　・職員の給料月額の減額
　　　　　：▲6.5％～▲1.5％
　　管理職手当の減額： ▲5％

Ａ

【目標】
大阪府との間で整合性
のとれた人事制度の構
築

給与カットの実施

　職員の給料月額の
　減額：
　▲6.5％～▲1.5％
　管理職手当の
　減額：　 ▲5％
　年間削減効果額：
　　　　　32.6億円
　（市長部局及び
　　水道局）

別途、交通局でも給与
カットを実施
　職員の給料月額の
　減額：
　▲20％～▲3％
　管理職手当の
　減額：　▲5％
　年間削減効果額：
　　　　　24.1億円

【実績】

給与カットの実施

　職員の給料月額の
　減額：
　▲6.5％～▲1.5％
　管理職手当の
　減額：　 ▲5％
　年間削減効果額：
　　　　　32.6億円
　（市長部局及び
　　水道局）

　職員の給料月額
　の減額：
　▲20％～▲3％
  管理職手当の
　減額：　▲5％
  年間削減効果額：
　　　　　24.1億円
　（交通局）

・

・

・

・

・

・

社会人経験者の採用について、平成28
年４月に次のとおり採用した。
　事務行政
　（26-34：社会人経験者） 38名
　　※（22-25）93名、（18-21）10名
　福祉（社会人経験者）　　49名
　　※（大卒） 17名
人員マネジメントの方向性を踏まえ、
平成29年４月に向け、引き続き、職員
採用（事務行政・福祉）における半数
程度を社会人経験者とすることとし
た。
幹部職員の公募については、区長６ポ
スト、所属長（局長）９ポストについ
て公募を実施した。
大阪府との人事交流については、平成
27年４月の人事異動において、カウン
ターパートを中心とする交流を継続実
施した（交流数78名）。
相対評価による人事評価については、
平成26年度の人事評価結果の公表及び
職員アンケートを実施した。
人事評価については、職員アンケート
の結果等も踏まえ、制度の運用改善を
実施した。

Ａ

・

5-(2)

人事・給
与制度改
革、女性
職員の活
躍推進

①

②

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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番
号

取組内容
評価
結果

目標と実績
評価
結果

取組の実施状況

Ａ

③

６月以降、庁内ポータルを活用して概
ね月２回のペースでＰＤＣＡサイクル
や運営方針に関する情報を提供し、合
計４コンテンツ（28回）の情報発信を
行った。また、８月には、各所属の朝
礼等の場で活用してもらえるよう、Ｐ
ＤＣＡサイクルに関する職員周知用の
チラシを配布した。

Ａ

Ⅰ

これまでの取組に
よってＰＤＣＡサイ
クルに対する意識は
高まってきている
が、まだ不十分であ
り、全庁的にＰＤＣ
Ａサイクルが徹底さ
れているとは言い難
い。
マネジメントサイク
ルとしてのＰＤＣＡ
サイクルを全庁的に
徹底するため、引き
続き運営方針を活用
した取組を進めると
ともに（①）、係員
層への浸透を図るた
め、階層別研修
（②）及び効果的な
情報発信を行ってい
く（③）。

・

・

課題と
今後の方向性

６　ＰＤＣＡサイクルの徹底

目標の達成状況

6-(1)

ＰＤＣＡ
サイクル
の徹底

①

各所属の自己評価に対し、６月に内部
評価、８月に外部有識者による外部評
価（局）をそれぞれ実施し、９月に
「平成26年度運営方針に係る評価結
果」を公表した。当該評価結果を踏ま
えて、必要な改善・見直しを行い、平
成28年度運営方針の策定や予算編成へ
の反映に繋げた。運営方針に記載され
た具体的取組以外の事業についても、
年度当初に目標を設定しており、年度
終了後に自己評価を実施した。

Ａ

【目標】
ＰＤＣＡサイクルを意
識して事業や業務に取
り組んでいる職員の割
合：
60％以上

【実績】
73％

②

職員人材開発センターと連携を図り、
ＰＤＣＡサイクルの認知・理解度が低
い傾向にある係員層をターゲットに、
階層別研修（対象者：新採用者、中堅
職員、新任主務、新任部門監理主任、
新任技能統括主任、事業担当主事補）
を実施するとともに、当該係員層を指
導・監督する立場の職員に対しても階
層別研修（対象者：新任課長、新任課
長代理、新任係長）を実施し、ＰＤＣ
Ａサイクルの浸透を図った。

・

・

項 目

【評価結果の凡例】
　〔取組の実施状況〕　Ａ：実施できた　　Ｂ：一部実施できない取組があった　　Ｃ：実施できなかった
　〔目標の達成状況〕　Ⅰ：概ね達成できた　　Ⅱ：達成できなかった
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Ⅴ 補足資料 ＜項目１-(1)-ウ「施策・事業の聖域なきゼロベースの見直しと再構築」関係＞ 

Ⅴ 補足資料 
 

■項目１-(1)-ウ「施策・事業の聖域なきゼロベースの見直しと再構築」関係 
 

○見直し対象とした事業の予算及び見直し効果額の推移（一般財源）  

 

※平成26年度までに見直しを完了した事業の平成27年度予算額は平成26年度予算額と同額として計算しています 

 

○見直し効果額の推移及び平成27年度新規効果額（一般財源） 
（単位：億円） 

対 象 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 
 

平成27年度 

新規効果額 

１億円以上の施策・事業 
(効果額を見込んだ事業) 

31 136 211 234 
 

23 

１億円以上の施策・事業 
(各所属による自律的な見直し) 

－ 17 34 41 
 

7 

１億円未満の施策・事業 0 1 2 2 
 

－ 

合 計 31 154 247 277 
 

30 
 

○平成27年度に効果が生じた主な事業 

    
〔26年度効果額〕 

 
〔27年度効果額〕 〔新規効果額〕 

＜１億円以上の施策・事業（効果額を見込んだ事業）＞ 約211億円 ⇒ 約234億円 約23億円 

 
・ 市営交通料金福祉措置(敬老パス) 〔平成27年度実施〕 

    

  
利用１回につき一律50円負担の平年度化等 27億7,700万円 ⇒ 37億6,500万円 9億8,800万円 

   
平成25年７月～ 利用者負担：年3,000円の徴収 

    

   
平成26年８月～ 利用１回につき一律50円負担 

    

 
・ 新婚世帯向け家賃補助 〔平成31年度廃止〕 

    

  
受給期間終了世帯の増 21億3,100万円 ⇒ 30億1,200万円 8億8,100万円 

   
平成24年度～ 新規募集の停止 

    

 
・ 大阪バイオサイエンス研究所 〔平成27年度廃止〕 

    

  
補助金の廃止 4億5,000万円 ⇒ 6億1,900万円 1億6,900万円 

   
平成24年度～ 段階的に25％ずつ補助金を削減 

    

 
・ クレオ大阪北・子育ていろいろ相談センター〔平成27年度実施〕 

   

  
多機能化・複合化 1,400万円 ⇒ 8,200万円 6,800万円 

   
平成27年度 クレオ大阪子育て館にリニューアル 

    など 

＜１億円以上の施策・事業（各所属による自律的な見直し）＞ 約34億円 ⇒ 約41億円 約７億円 

 ・ 病院事業会計への繰出金(市民病院機構への交付金)     

  
収支改善に努め公的負担を削減 7億3,900万円 ⇒ 10億3,400万円 2億9,500万円 

 ・ 大阪市立大学運営費交付金     

  
人件費の削減を拡大 4億4,100万円 ⇒ 5億7,700万円 1億3,600万円 

など  

2 2 1 0 0 

382 382 369 339 315 

1,415 1,384 
1,265 

1,161 1,140 

0 
10 

52 67 

31 
154 247 277 

H24 H24 H25 H26 H27

1,455 

（単位：億円） 

見直しによらない増減 

見直し効果額 

１億円以上の施策・事業 

(効果額を見込んだ事業) 

１億円以上の施策・事業 

(各所属による自律的な見直し) 

１億円未満の施策・事業 

通年見込 

1,799 
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Ⅴ 補足資料 ＜項目１-(1)-ウ「施策・事業の聖域なきゼロベースの見直しと再構築」関係＞ 

 

○見直し対象施策・事業の一覧 

・１億円以上の施策・事業（効果額を見込んだ事業） 
（単位：千円） 

所属名 事務事業名 
27年度 

新規効果額 
27年度における主な見直し内容 

見直し 
状況 

人事室 職員被服貸与事業 4,467 
被服貸与の希望制徹底に伴う貸与見込件数の減に
よる増 

完了 

経済戦略局 (社)大阪フィルハーモニー協会助成 42,000 補助金廃止にかかる経過措置終了 完了 

経済戦略局 (財)文楽協会運営補助金 39,000 補助金廃止にかかる経過措置終了 完了 

経済戦略局 スポーツセンター管理運営 0 
 

継続 

経済戦略局 プール管理運営 0 
 

継続 

経済戦略局 大阪マラソンの開催 10,000 「各所属による自律的な見直し」から整理を変更 継続 

市民局 市民交流センター管理運営 0 
 

H28完了 

市民局 男女共同参画センター管理運営 14,267 
クレオ大阪子育て館にリニューアル(多機能化) 

継続 
こども 
青少年局 

子育ていろいろ相談センター 
管理運営費 56,631 完了 

福祉局 市営交通料金福祉措置（敬老パス） 987,891 利用１回につき一律50円負担の平年度化等 
H28完了 

(効果額精査) 
福祉局 大阪市社会福祉協議会交付金 17,886 運営補助に相当する財源を交付対象から見直し 完了 

福祉局 民生委員連盟交付金 0 
 

継続 

福祉局 舞洲障がい者スポーツセンター 2,388 宿泊施設の収支改善による増 H28完了 

福祉局 委託老人福祉センター 0 
 

継続 

福祉局 社会医療センター運営 0 
 

継続 

健康局 大阪バイオサイエンス研究所 168,536 補助金の段階的廃止の完了 完了 

こども青少年局 子育て活動支援事業 0  継続 

こども青少年局 こども文化センター管理運営 0  H28完了 

こども青少年局 教育相談事業 0  H28完了 

環境局 屋内プール管理運営事業 0  継続 

環境局 管路輸送事業 0  継続 

都市整備局 住まい情報センター他 676 
住宅情報提供システムにおける物件案内システム
の廃止に伴う機器リース料の減による増 

継続 

都市整備局 新婚世帯向け家賃補助 881,297 受給期間終了世帯の増 継続 

教育委員会 
事務局 

キッズプラザ運営補助 
13,754 

入館料改定等による収入増及び人件費の縮減等に
よる支出減 継続 

18,190 「各所属による自律的な見直し」から整理を変更 
     
合計 ① 2,256,983 

  
 

・１億円以上の施策・事業（各所属による自律的な見直し） 
（単位：千円） 

所属名 事務事業名 
27年度 

新規効果額 
27年度における主な見直し内容 

経済戦略局 企業等誘致・集積推進事業 667 見本市出展経費の削減等による増 

経済戦略局 
公立大学法人大阪市立大学運営費交付金
（大学） 

136,000 人件費削減の拡大による増 

経済戦略局 オープンイノベーションの推進 687 旅費、通信運搬費の見直しによる増 

経済戦略局 OSAKA光のルネサンス 6,000 
中之島公園常設電源設置による仮設電源費用の減による
増 

経済戦略局 クリエイティブ産業創出・育成支援事業 1,713 管理運営業務の見直しによる増 

経済戦略局 ソフト産業プラザ事業 1,077 施設管理費の見直し等による増 

経済戦略局 大阪デザイン振興プラザ事業 1,768 改定賃料の確定等による増 

経済戦略局 
健康・医療分野のビジネス創出事業 
(ロボットテクノロジー、ヘルスケア) 

11,082 ハンズオン支援の期間の見直しによる増 

経済戦略局 ＡＴＣエイジレスセンター事業 1,306 改定賃料の確定による増 

経済戦略局 ＡＴＣグリーンエコプラザ事業 499 改定賃料の確定による増 

経済戦略局 ＡＴＣ輸入住宅促進センター事業 593 改定賃料の確定による増 

経済戦略局 大阪マラソンの開催 ▲10,000 「効果額を見込んだ事業」に整理を変更 

経済戦略局 
「売りづくり」の視点からの製品開発・
海外販路開拓支援事業 

41,568 関連事業との事業再編に伴う効率化による増 

中央卸売 
市場 

特別会計繰出金 食肉市場事業 
行政指導監督等経費 

29 業務委託の見直し等による増 
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Ⅴ 補足資料 ＜項目１-(1)-ウ「施策・事業の聖域なきゼロベースの見直しと再構築」関係＞ 

所属名 事務事業名 
27年度 

新規効果額 
27年度における主な見直し内容 

中央卸売 
市場 

特別会計繰出金 食肉市場事業 
集荷対策（経常） 

6,959 業務委託の見直し等による増 

市民局 
施設維持管理費（大阪市消費者センター
の不動産賃借料） 

5,559 賃料改定による増 

市民局 戸籍情報システム（ＩＴ） 1,923 システム用消耗品の精査による増 

都市計画局 
大阪シティエアターミナル（ＯＣＡＴ）
ビルの公的施設管理運営補助 

7,599 
管理運営経費の削減等により補助金を削減したことによ
る増 

福祉局 
あんしんさぽーと事業 
（日常生活自立支援事業） 

1,849 
比較４市の水準を踏まえた利用者負担額の見直しによる
増 

福祉局 社会福祉研修・情報センター運営 18,174 施設管理費等の削減による増 

福祉局 弘済院 事業費 19,699 消耗品費の削減等による増 

福祉局 弘済院 附属病院 10,846 消耗品費の削減等による増 

福祉局 
弘済院 
（養護老人ホーム・特別養護老人ホーム） 

11,658 消耗品費の削減等による増 

健康局 
病院事業会計への繰出金 

総合医療センター 
十三市民病院 住吉市民病院 

295,241 業務運営の改善による増 

こども 
青少年局 

公立保育所管理運営費 延長保育事業 1,338 保育所民間移管による対象児童数の減による増 

こども 
青少年局 

公立保育所管理運営費 
保育所運営体制変更対応 

6,712 保育所民間移管による対象児童数の減による増 

こども 
青少年局 

公立保育所管理運営費 
新ニーズ対応臨任職員の非常勤化実施事
業（子育て相談及び地域交流推進のため
の非常勤嘱託職員の雇用経費） 

6,655 保育所民間移管による対象児童数の減による増 

こども 
青少年局 

公立保育所運営委託事業 
（継続分・新規委託分） 

93,121 保育所民間移管による対象児童数の減による増 

環境局 斎場の管理運営 33 印刷製本費の削減による増 

環境局 道路清掃 5,178 委託料等の削減による増 

都市整備局 民間すまいりんぐ供給事業（裁量経費） 4,212 業務委託の見直し等による増 

港湾局 臨港緑地等維持管理 2,808 工事材料費の削減等による増 

港湾局 大阪港咲洲トンネル維持管理 91,540 設備等点検頻度を見直したことによる増 

港湾局 夢咲トンネル維持管理 20,236 設備等点検頻度を見直したことによる増 

港湾局 
単独事業北港処分地管理運営 
（北港処分地管理運営） 

8,546 業務委託の見直し等による増 

港湾局 港湾局庁舎（ＡＴＣ・ＩＴＭ棟）賃借料 8,341 改定賃料の確定による増 

港湾局 
単独事業 防潮堤延命化対策 
（防潮堤延命化対策） 

966 工事材料費の削減等による増 

会計室 財務会計システム経費 9,277 業務委託の見直し等による増 

教育委員会 
事務局 

学校経営管理センター運営費 ▲6,662 
本務職員の見直しによる嘱託職員化に伴う物件費の増に
よる減 

教育委員会 
事務局 

学校給食調理業務民間委託事業 ▲100,571 
本務職員の見直しによる民間委託化に伴う物件費の増に
よる減 

教育委員会 
事務局 

一般維持運営費 57,374 
小中一貫校の開校及び小学校の統合に伴う経費削減によ
る増 

教育委員会 
事務局 

生涯学習センター 12,839 管理代行料の見直しによる増 

教育委員会 
事務局 

キッズプラザ運営補助 ▲18,190 「効果額を見込んだ事業」に整理を変更 

市会事務局 市会関係一般費（政務調査費) 4,902 特例条例の改正に基づく削減による増 

市会事務局 市会関係一般費 1,059 業務委託の見直し等による増 
    
合計 （②） 782,210 

     
総計（①＋②） 3,039,193 
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Ⅴ 補足資料 ＜項目１-(1)-ウ「施策・事業の聖域なきゼロベースの見直しと再構築」関係＞ 

・引き続き見直しに取り組む施策・事業 （平成28年７月時点） 

所属名 事務事業名 
見直し内容 

当初の 
考え方 見直し内容 留意事項 及び取組実績 

完了 
予定 

経済戦略局 
大阪マラソンの

開催 

受益と負担

の再検討 ※ 

 助成金等新たな財源の確保など市税負担の軽減に努め、参加者１人あ

たりの行政負担額を東京マラソン並みに軽減 ※ 

28年度 
↓ 

32年度 
目標 

市民局 

男女共同 

参画センター 

管理運営 

センター・ 

拠点施設の 

全体最適化 

 事業内容について男女共同参画に寄与する事業に重点化し、効率化を

図る 

 専門相談等の実施などの基幹的な機能を果たす施設として中央館を

位置づけ、中央館以外の４館については、市の施設の全体最適化の中

で、多機能化・複合化による活用を図り、施策を展開する 

(北部館と子育ていろいろ相談センターの機能統合：平成27年度実施済） 

(西部館とこども文化センターの複合化： 平成28年度実施済） 

28年度 

以降 

↓ 

29年度 

以降 

福祉局 
社会医療 

センター運営 
一部廃止 

 効率的な運営形態に向けた見直しを行う 

 補助の対象としては無料低額診療による診療費減免への補助を基本

に、今年度建替え後の公的関与のあり方について検討を進める 

 社会医療センターに対する補助額の半額を負担するよう、引き続き府

と調整 

28年度 

↓ 

29年度 

以降 

環境局 管路輸送事業 廃止 
 平成30年度末までに管路輸送業務を廃止 
（森之宮地区：平成24年度廃止済） 
（南港地区：平成30年度末廃止予定） 

28年度 

↓ 

30年度 

都市整備局 
住まい情報 

センター他 

センター・ 

拠点施設の 

全体最適化 

 住宅情報の提供は、民間に任せ、廃止（平成25年度廃止済） 

 公的住宅や施策に関する情報提供、相談・啓発事業については、区役

所へ移管し、地域の実情に応じて対応 

 専門的な相談等については、複数区連携により一元的に対応するな

ど、効率的に実施 

 住まいのミュージアムについては、都市魅力戦略会議の見解も踏ま

え、効果的・効率的運営を図る 

28年度 

↓ 

29年度 

以降 

都市整備局 
新婚世帯向け 

家賃補助 

事業スキーム

再構築等 

 若年層に対する支援策として、より有効な施策に転換を図る 

 新規募集の停止 

 現役世代の定住をより促進させる観点から、分譲住宅を購入する新婚

世帯等を対象に、ローン残高に対する利子補給を行う制度を創設する 
（上記見直しは実施済） 
（平成30年度支給終了予定） 

31年度 

教育委員会

事務局 

キッズプラザ 

運営補助 

受益と負担 

の再検討 

 運営補助廃止(平成29年度実施予定) 

 施設のあり方については、就学前・小学校低学年への教育的役割の観

点も含めて再度検討する 

 運営主体を公募し、民間ノウハウを活用するなど、より効率的・効果

的な運営に努める ※ 

29年度 

【備考】 
・※印の項目については検討の結果、見直しの方向性の変更を決定しています。 
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Ⅴ 補足資料 ＜項目１-(1)-ウ「施策・事業の聖域なきゼロベースの見直しと再構築」関係＞ 

(今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえて対応するもの) 

所属名 事務事業名 見直し内容 留意事項 及び取組実績 

経済戦略局 
スポーツセンター 

管理運営 

 比較４市(横浜市・名古屋市・京都市・神戸市)の水準並みを基本に今後の大都市制度のあ

り方検討の結果を踏まえ、区に財源を配分しその枠内での実施とする【24か所⇒18か所】 

 配分された財源を超えての実施については、建設コストを含めたフルコストを利用者負担

とすることを基本として区長が決定する 

 今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえた区ごとの施設数や具体的に廃止・縮小す

る施設の特定は区長会議において検討 

経済戦略局 プール管理運営 

 比較４市の水準並みを基本に今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえ、区に財源を

配分しその枠内での実施とする【環境局所管と合わせて24か所⇒９か所】 

 配分された財源を超えての実施については、建設コストを含めたフルコストを利用者負担

とすることを基本として区長が決定する 

 今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえた区ごとの施設数や具体的に廃止・縮小す

る施設の特定は区長会議において検討 

福祉局 
委託老人福祉 

センター 

 区長が地域の実情に合わせてどういった内容で実施するかを決定することを基本とし、比

較４市の水準並みとしたうえで、今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえて統合整

理【26か所⇒18か所】 

 今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえた区ごとの施設数や具体的に廃止・縮小す

る施設の特定は区長会議において検討 

福祉局 
民生委員連盟 

交付金 

 民生委員連盟への交付金を廃止し、民生委員法に定める民生委員協議会の任務に限定した

交付金に見直し（平成25年度実施済） 

 今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえて、各区支部の業務を集約化し効率的な執

行を図るなど、適正な執行体制となるよう見直しを行う 

こども 

青少年局 

子育て活動 

支援事業 

 平成25年度実施分から委託先を公募（実施済） 

 横浜市、名古屋市の水準並みに、施設数を24か所から18か所に見直す 

 今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえた区ごとの施設数や具体的に廃止・縮小す

る施設の特定は区長会議において検討 

環境局 
屋内プール 

管理運営事業 

 売却または廃止（区が存続を要望するものは、区へ移管させた上で存続）【経済戦略局所

管と合わせて24か所⇒９か所】 

 今後の大都市制度のあり方検討の結果を踏まえた区ごとの施設数や具体的に廃止・縮小す

る施設の特定は区長会議において検討 

【備考】 

・各区ごとに整備されている施設（スポーツセンター、屋内プール、老人福祉センター、子ども・子育てプラザ）については、 

当面、施設の耐用年数等を勘案し、公共施設の総合的かつ計画的な管理のもとで見直しに取り組みます。 
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Ⅴ 補足資料 ＜項目２-(1)「市民利用施設におけるサービス向上」関係＞ 

■項目２-(1)「市民利用施設におけるサービス向上」関係 

 

○市民利用施設におけるサービス向上の取組 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 27 年度実施の主な事業】 

 

（より気軽にお越しいただける開館日・開館時間に） 

施 設 取 組 

天王寺動物園 

・お盆期間等の夜間開園（ナイト・ズー）（15 日間） 

・元日の臨時開園、5月・9月の土日祝時間延長（～午後 5時⇒6時）等 

平成 26 年度来園者数：136.4 万人 平成 27 年度来園者数：173.1 万人 

男女共同参画セ 

ンター子育て活 

動支援館 

・年末年始以外の開館（4月～、休館日（毎週火曜日等）を見直し） 

青少年センター 
・開館時間の繰り上げ（4月～、午前 9時 30 分⇒9時～） 

平成 26 年度利用者数：21.8 万人 平成 27 年度利用者数：23.4 万人 

住まい情報セン

ター 

・展示替え期間（4 月・9月）の短縮による開館日増（2 日間） 

平成 26 年度来館者数：45.3 万人 

（うち「住まいのミュージアム」の来館者数：35.3 万人） 

平成 27 年度来館者数：62.0 万人 

（うち「住まいのミュージアム」の来館者数：52.2 万人） 

中央図書館 

地域図書館 

・年末開館（1日） 

・蔵書点検日の見直しによる開館日増（中央図書館：3日、地域図書館：1日）

平成 26 年度来館者数：610.3 万人 平成 27 年度来館者数：616.4 万人 

市立大学学術情

報総合センター 

・春休み等の開館日増（5日間） 

・土曜日・日曜日の開館 

・早朝開館（午前 9 時⇒8時 30 分～） 

美術館 

・シルバーウィーク期間の休館日の臨時開館（1日） 

・特別イベント（なにわの日記念コンサート等）の開催 

平成 26 年度来館者数：58.0 万人 平成 27 年度来館者数：51.7 万人 

（※ただし、平成 27 年 11 月 2 日～平成 28 年 2 月 19 日 改修等のため休館） 

自然史博物館 
・春休み期間（3日間）、ゴールデンウィーク期間（1 日）の臨時開館 

平成 26 年度来館者数：32.8 万人 平成 27 年度来館者数：33.0 万人 

○「平成 27 年度市政改革の基本方針」に基づき、市民利用施設において、施設の実

情に応じて、利用者ニーズを的確に把握し、利用者ニーズをふまえた効果的なサ

ービス向上策を順次検討・実施。 
※平成 25 年より、天王寺動物園、美術館等をモデル施設とした、利用者アンケートによる利用

者ニーズの把握、それをふまえたサービス改善の取組について、他の市民利用施設にも拡大し、

全庁的に展開。 
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Ⅴ 補足資料 ＜項目２-(1)「市民利用施設におけるサービス向上」関係＞ 

東洋陶磁美術館 

・光のルネサンス期間の夜間延長（11 日間）（～午後 5時⇒7時） 

・光のルネサンス期間の臨時開館（1日） 

平成 26 年度来館者数：11.4 万人 平成 27 年度来館者数：11.8 万人 

（※ただし、平成 28 年 2 月 1 日～3月 31 日 改修等のため休館） 

大阪プール 

・早朝（午前 9時⇒6時～）・深夜（～午後 6時 45 分⇒午前 0時）の臨時開館

（スケートリンクを専用使用する場合のみ） 

平成 26 年度利用者数：17.6 万人 平成 27 年度利用者数：15.4 万人 

（※ただし、平成27年 6月 11日～8月 14日 施設補修のため一部供用停止）

大阪城天守閣 

・桜シーズン（16 日間）やゴールデンウィーク（16 日間）、夏休み期間（45

日間）の開館時間延長（～午後 5時⇒7時等） 

平成 26 年度来園者数：183.8 万人 平成 27 年度来園者数：233.8 万人 

 

（より快適にご利用いただけるトイレに） 

施 設 取 組 

天王寺動物園 ・トイレの改修・美装化（1棟） 

天王寺公園 ・トイレの改修・美装化（1棟） 

中央体育館 ・男子トイレの洗浄装置取り付け 

大阪プール ・男子トイレの洗浄装置取り付け 

 

（よりわかりやすく施設をご利用いただける案内に） 

施 設 取 組 

天王寺動物園 

天王寺公園 
・案内サインの充実 

※その他、各施設において、案内表示の改善・充実等を適宜実施。 

 

（その他の取組） 

施 設 取 組 

天王寺公園 
・無料化（4 月～、慶沢園は除く） 

・民間事業者によるエントランスエリア等の賑わい創出事業等の実施（10 月～）

※その他、各施設において、ＳＮＳ等を活用した情報発信、イベント等の独自企画、利用促進等の

取組を適宜実施。 
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Ⅴ 補足資料 ＜項目２-(2)-ア「市民利用施設のあり方の検討」関係＞ 

■項目２-(2)-ア「市民利用施設のあり方の検討」関係 

 

○見直し効果額 

 

＜平成 27 年度の新たな見直し効果＞ 

 

平成 26 年度    平成 27 年度       新規 

効果額      効果額       効果額 

1 億 6,900 万円 ⇒ 2 億 2,500 万円   5,600 万円 

 

 

（新規効果額の主なもの） 

 

・青少年センター 

0 万円 ⇒     4,500 万円   4,500 万円 

料金改定や開館時間の変更により、平成 27 年度から指定管理の業務代行料

を負担しない形での施設運営を実施 

 

・クラフトパーク 

6,700 万円 ⇒     7,600 万円     900 万円 

平成 26 年度から実施している料金体系の見直し等の収支均衡策に加え、利

用促進による受講者数の増加により、平成 27 年度から指定管理の業務代行料

を負担しない形での施設運営を実施 
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Ⅵ 平成 27 年度 取組効果見込額（参考） 

 

 

 

（単位：億円） 

項 目 目 標 額 効果見込額  

施策・事業のゼロベースの見直しと

再構築 
277 277 ※ 

補助金等の見直し 12 12 ※ 

未利用地の有効活用等 209 94  

広告事業の推進等 9 10  

市民利用施設のあり方の検討 2 2 ※ 

人事・給与制度改革 57 57  

合 計 566 452  

※平成 24 年度との比較 
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大阪市 市政改革室 ＰＤＣＡ担当 
 

〒530-8201 

大阪市北区中之島１－３－２０ 

TEL    06-6208-9885 

FAX    06-6205-2660 

E ﾒｰﾙ   ac0003@city.osaka.lg.jp 
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